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Whereas there had been many scales for measuring the cognitive aspects of help-seeking， few scales had 

been developed to measure help-seeking behavior. The purposes of this study were to develop a 

belp-seeking bebavior scale for pupils and to examine its reliability and validity. A total of 797 pupils in 

the fourth to the sixth grades and nine teachers answered a questionnaire. A help-seeking behavior scale 

whicb has nine items was developed through principal component analyses and confirmatory factor 

analyses. The results showed that this scale had sufficient test-retest reliability after a three-month interval. 

It was also shown that this scale had criterion-related validity by calculating correlation coefficients 

between the teacher-rating and self-rating of help-seeking behavior. Convergent validity was also 

suggested by positive relationships among help-seeking behavior， perceived social support and social 

skills. Applications of the scale for examining the process of help-seeking were discussed. 
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著

問題と目的

文部科学省 (2015)によると，平成 26年度のいじめの認

知件数は，小学校においては2，721件(児童 1，000人当た

りの認知件数は 18.6人)と，統計を取り始めたl昭和 60年

度以降最高となっている。発見のきっかけは，アンケー

高く，本人からの訴えはわずか 15%程であった。援助が

必要な場揺が訪れたl際，児童自身が適切に援助を求める

ことができるかどうかは，社会適応の可否を左右するだ

けでなく，それに影響を受ける精神的健康の面でも非;市;

に重要て・ある。

援助要請に関する概念とその測定方法

ト調査などの学校の取り組みである割合が約 55%と最も 心理学領域では，他者に援助を求めることは援助要詩



2 教育相談研 究 第 53巻

(help-seeking) の観点から研究が行われてきた。援助要 助要請行動などとの関連を検討している。

請の概念ははじめ社会心理学領域で取り上げられ，援助 援助要請に対する態度 援助要請に対する態度

行動の領域で研究が進められてきた(水野・石隈， 1999) 0 (attitude toward help-seeking ;相談することに対する態度

近年，特に本邦では学校心理学領域において児童生徒， や考え方)に関する研究では，主として援助要請に関する

あるいは教師の援助要請に関する研究が数多く行われて 肯定的あるし、は否定的な考え方を取り扱っている(本田，

いる。本田・新井・石限 (2011)は，援助要請に関連する 2015)。例えば大島・久田 (2010)は心理専門J[散に対する援

概念である被援助志向性，援助要請に対する態度，援助 助要請の態度を，期待感と抵抗感の観点から分類してい

要請意図・援助要詩意志，援助要請行動を Figure1のよ る。また本田・石探(2008)は i援助を提供されたときや

うに整理している。 その後に行われる，他者から提供された援助が自分自身

被援助志向性 援助要請に関連する概念のうち，援助 に与えた影響に対する認知的評価j を援助に対する評価

要詰概念、の認知的側面を広く包含する被援助志向性 (援助評価)と定義し，中学生を対象として 4つの下位尺

(help-seeking preference)は i個人が，情緒的，行動的関 投ーからなる援Il)J評{iHi尺j支を|誘発した上で，自尊感情や他

j週および現実生活における仁!コ心的な問題で，カウンセリ 者からのサポートとの関連を検討している。

ングやメンタノレヘノレスサーピスの専門家，教師などの!日産 援助要請意図・援助要請意志 被援助志向性や援助要

業的な援助者および友人・家族などのインフォーマノレな 請態度が悩みを抱える前から有している舘人の傾向(本

援助者に援助を求めるかどうかについての認知的枠組 問他， 2011)であるのに対して，援助要請意図

みJ (水野・石限， 1999)と定義されており，この中に後 (help-seeking intention)や援助要請意志 (willingness to 

述する援助要請に関する意思や態j支，援助要請に対ーする help-seek)は，悩んでから生じる相談しようという思いで

意志が含まれる(本国他， 2011)。本邦では， EI3H・石限 ある(本i王1，2015)。このうち援助要請意図は「もし今悩

(2001 )が》中学校教15IjIの被援Il)J志向性について i援助の んでいるとしたら祁談すると思うかJ，援助要請意志は

欲求と態度Jおよび f援助関係に対する抵抗感の低さ J iこれから先に悩んだとしたら祁談したいと思うかj を

の 2因子から構成される被援助志向性尺度を開発したの 問うものである(本田， 2015)。こうした侵Il)J要請の意思

を技切りに 3 中学生 (1111コ・水野・石限， 2004)，大学生(木 決定については，従来，主に社会心理学諾理論を用いた

村・水野， 2004)など，各対象向けの被援助志向性尺度が 説明が行われ， f:景品IJ要請の生起過程モデノレにも組み込ま

開発されている。また被援助志向性に近接する概念とし れている(相)11，1987)。その中で，被援助の意思決定過

て，近年で‘は援助要詰に関して個人が有する 3つのスタ 程に影響を与えることが想定されている被援助に関する

イルについて，永貞二 (2013)が大学生を対象とした尺度構 利益とコストの認知(高木， 1991)については，近年中学

成を行い，他者に対する依存性や自己効力感，過去の援 生を対象とした学校心理学領域の研究へ応用され，相談

認知的 行動的

Figure 1 援助要請概念の測定方法による包含関係(本田・新井・石|民 2011)
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行動の促進と抑制に対する影響について，検討が行われ

ている(永井・新井， 2008) 0 

援助要請行動 そして，援助要請の行動的側面は被掻

助行動または援助要請行動 (help-seekingbehavior ;以下，

本論文では援助要請行動とする)と邦訳されている。援

助要請行動は「他人が問題の解決の必要性があり，もし

他者が時間，労力，ある種の資源を費やしてくれるのな

ら問題が解決，軽減するようなもので，その必要のある

個人がその他者に対して直接的に援助を要請する行動j

(DePaulo， 1983)，あるいは「情動的または行動的問題を

解決する目的でメンタノレヘルスサービスや他のフォーマ

ノレまたはインフォーマルなサポート資源に援助を求める

こと J (Srebnik， Cause， & Baydar， 1996)などと定義されて

いる。援助要請行動の測定においては，過去のある期間

の中で，援助要請行動を実際に行ったかどうか，あるい

は特定の対象に対してどの程度援助要請行動を行ったか

を尋ねることが多い(本国， 2015)。援助要請行動に関連

して，永井・来rrj:jニ (2005)は友人に対する相談行動尺度を

作成している。この尺度は中学生を対象として，彼らの

援助ニーズに対し，どれくらい友達に相談すると思うか

を尋ねる尺度であり i心理・社会的問題の相談行動」と

「学習・進路的問題の相談行動j の 21玄|子から構成され

ている。 1:13談経験との関連を検討し，経験する悩みの種

類が多いほど，尺度得点が高いことが|明らかとなってい

る。またJif女装Jに援助要請行動を測定しているものではな

いが，特定の援助要請行動を{できるJかどうか尋ねる，

中学生を対象とした援助要詰スキノレ尺j支(阿部・水野・石

限， 2006;本|王i・五限・新井， 2010;岩瀧， 2007)や家族

に対する援助要詰行動尺度(雨宮・松133，2014)が作成さ

れている。

以!このように，媛D)J要請に関する多くの研究は主とし

て青年期以降を対象に，社会心理学や臨床心理学領域を

中心に行われてきた。

児童を対象とした援助要請研究

一方，先輩を対象とした援助要請に関する研究も散見

される。例えば，永井 (2009)は援助要請意図に影響を与

える要|玄!として悩みの経験と学校生活満足感，そして抑

うつを取り上げ，これらが援助要請の意思に与える影響

を検討した。その結果，周囲から与えられる承認感は教

師や友人への援助要請意図と正の関連を有していたほか，

活動性や楽しみの減退が援助要請意!~と負の関連を有す

ることが明らかとなった。また，佐藤ー校選 (2013)は，

悩みの種類と援助資源が援助要請行動に与える影響，そ

して援助要請行動と悩みの解決率の関連を検討している。

その結果，小学校 4年生から 6年生において，保護者や

養護教諭には健壌に関する問題を，また担任に対しては

友人関係に関する問題を多く相談することが示された。

さらに援助要誌を多く行う群において，そうでない群よ

りも悩みの解決割合が高いことが明らかとなっている。

他にも，学習場面に焦点を当てた援助要請について，学

業的援JJ}J要請の回避浬l釘(下11-1， 2005)やその適応的側面

および依存的1ftlJiiiに関する検討が行われている(問I=EI.大

谷・中谷・伊・藤， 2012)。発達的観点では， t~fl)J要請に関

する意図と行動のギャップ，すなわち援助要請意図が高

いものの援助要詰行動が少ない状態は，児童期後半，特

に小学校 4年生以降から青年期にかけて認められること

が指摘されており(木 133，2014)，児童における援助要請

行動研究の重要性が示唆されている。

先行研究における援助要請行動の測定とその開題点

上述の通り，先行研究では，主に援助要請の認知的{HlJ

密を中心lこ，仁|コ学生以降を対象として尺度が開発され，

諸概念、との関連が検討されている。これら )~1立において

は，各発達段階で頻~去に遭遇する被援助場面ないしはス

トレス場面を複数提示し，その場面における援助要詩諸

概念、に対する回答を求めている。このように援助要請の

認知的側市iに関する尺度が開発され研究が徐々に行われ

ている中，援助要請の認知的側面と実擦の行部jとの関連

を明らかにすべきであるという指摘がなされており(永

井， 2013;Wilson， Deane， Ciarrochi， & Rickwood， 2005) ，援

助要詰の行動的側面に着目する重要性が説かれている。

これまで，援助要請行動のiHlJ定の試みはいくつかなされ

ているものの，先行研究における測定方法には，問題点

が宇旨J商で、きる。伊iJえiまRickwood& Braithwaite (1994)は，

過去の一定期間に援助要請行動を行ったかについて尋ね

る尺疫を開発している。しかしながら， Rickwood & 

Braithwaite (1994)では，行動の有無のみ(また行部Jを行っ

た場合にはどのような対象へ援助要請を行ったか)を尋

ねており，行動の頻度は尋ねていない。本邦でも佐藤・

波法 (2013)は，援助要請行動の有無を「援Il)J要請を行っ

たJ，r援助要請を行おうと思ったが行わなかったJ，そし

て「初めから援助要請を行おうと忠わなかったJの 3件

法で尋ねており，援助要請行動を頻度でとらえていない。

このように，既存の援助要請行動尺度においては，その

行動の有無のみを捉えており，多様な変数との関連を検
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言τjする近年の心理学における研究動向においては， リッ

カート法に基づく行動の頻度を測定する尺度の開発が望

まれる。

また， Rick明'ood& Braithwaite (1994)のように過去の一

定期間における援助要請行動を測定する方法では，回答

の前提となる過去の一定期間において援助要請行動に影

響を与えるような回答者の状態に関する要因(当時のス

トレス状況や援助者となる資源の有無)を排除すること

ができない。すなわち，そもそも援助要請を行わなくて

はならない状況にあったか否かという要因が得点に影響

してしまい，援助要請行動を行いやすいかそうでなし、か

という傾向を測定することは難しいと考えられる。

さらに，本田他 (2011)で示されているように，援助要

請行動は，被援助志向性や援助要請態度(悩みを掲える前

から有している他人の傾向)，および援助要請意図や援助

要請意志(悩んでから生じる行動へ移す意思、や意思)に続

いて生起する行動で、ある (Figure2)。しかしながら，援助

要請行動を過去の経験として尋ねることは，時系列的な

観点から問題があると考えられる。例えば，援助要請意

図や意志との関連を明らかにする際に，意図や意志が現

在あるいは将来のそれを尋ねる一方(あなたは，以下の悩

みをどのくらい相談すると思いますか)，行動が過去のそ

れを尋ねることになり(過去ーか月でどの程度，以下の行

動を行いましたか)，援助要請意図と援助要請行動の関連

の検討に時系列的な矛盾を生じさせることとなる。この

点は WilSOJ1et al. (2005)において，援助要請意図がその後

の行動を予測することを明らかにするような縦断研究の

悩み 一一一→ぅ

必要性を指摘している点にも反映されており，本邦でも

縦断研究による援助要請意密と行j動の関連が検討され始

めている (Nagai，2015)。

以上から，援助要請を行わなくてはならない状況に

あったか否かに左右されず，行動を頻度でとらえ， !I寺系

列的に矛盾のない測定を行うため尺度の開発が望まれる。

本研究の邑的

そこで，本研究では，上記の問題点を克服した児童の

援助要請行動を測定する尺度を開発することを母的とす

る。具体的には，児童の全般的な援助要請行動を捉える

ため，譲J3)りを求める対象の特定は行わず，児童にとって

ストレスとなる状況を接数提示し，そうした状況で自分

自身では問題を解決できないとき，ど、の程度援助要誌を

行うかどうかについて自己評定する，援助要請行動尺度

を開発する。ただし，児童を対象とした場面想定法によ

る自己評定では，実際の児童の行釘jを正しく反映してい

るかどうかという点で疑義を生ずる。そこで本研究では，

作成された援助要請行動尺度と実|擦の行動の関連につい

て，他者評定，具体的には教師が言平定する児童の援助要

請行動と児童自身が回答する尺度得点の関連を明らかに

し，援助要請行動尺度の基準関連妥当性を検証する。|百j

嫌に一定期間を置いた再検査信頼性についても雑認する。

また構成概念妥当性の検討として，本研究ではソー

シヤノレ・サポート，公的自己意識，そして社会的スキル

との関連を検討する。援助要請とソーシヤノレ・サポート

の間には中学生(本 133他， 2011)，高校生(高木・大田， 2010)， 

大学生(永井， 2010)，留学生(水野・石限， 2001)，そし

悩んでから生ずる，

行動に移す意I~ .意志

一一一決
その後の

適応

Figure 2 援幼要請概念の時系列における関連(本田他， 2011) 
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て教師(田村・石限， 2001)などにおいて一貫して正の関

連が認められており，本研究においても問様に援助要請

行動とソーシヤノレ・サポートの間に正の関連が想定され

る。また社会的スキノレについても 3 中学生(本田他， 2010) 

や高校生(高木・大田， 2010)において正の関連が認めら

れており，木研究においても同様の関連が想定される。

一方，援助要請行動と公的自己意識の間には負の関連を

想定する。援助要詩行動には 3 自身の置かれた国難な状

況を自己開示することが含まれるが， 自三開示に対ーする

抵抗感と，自己意識の Iやでも公的自己意識や社会的不安

の関には深い関連が予想されている(遠藤， 1994)。児童

が困った場面において自己開示を行うのは，自分の力で

問題に対処するよりも他者の力を借りて問題解決したい

n寺であるとされ(高根・丹羽， 2005)，に1:1学生においては，

自己の否定的側面をさらすような相談をすることで， 自

分が相手からどう思われるかということが気になること，

相談ずることが自己評価を下げるような気になり，内容

を開示できない可能性が示唆されている(後藤・ j造!司 3

2005)。一般に援助要請状況では，公的な自己意識が極端

に高まる状態で、あること(島田・高木， 1994)を考慮すれ

ば，他者からどのように見られているかを気にする傾向

が高いほど，援助要請に対する抵抗感が高まり，結果と

して援助要請行動が抑制されることが想定される。

以上より，本研究の目的は，児童を対象とした援助要

請行動尺度を開発し，その信頼性と妥当性を確認するこ

とである。信頼性については尺度の内的一員ー性と再検査

信頼性の確認によって，妥当性については自己評定と他

者評定の一致の確認による基準関連妥当性の碓認，およ

び、援助要請行動尺度と近接概念、との関連検討による構成

概念妥当性の確認によって，それぞれ検討する。また，

新たな尺度の開発にあたり 3 尺度の基礎資料を提供する

ため，記述統計量を算出し，性差および学年差の検討を

行う。

方法

調査対象者

調査全体では 797名(男子 387名，女子 410名)を対象

とした。このうち， ソーシャル・サポートおよび公的岳

己意識との関連を検討する質問紙(以下，質問紙 A)には，

関東地方の 4校の小学校に通う 4年生から 6年生 390名

(男子 207名，女子 183名)が回答した。社会的スキルと

の関連の検討に関する質問紙(以下，質問紙 B)には，ノト

学 41~三生から 6 i!三生 292 名(男子 134 名，女子 158 名)が

回答した。なお，質問紙 A に回答した児童のうち， 97 

名(男子 45名，女子 52名)については，再検査信頼性を

検討するため，約 3か月の間隔を空けて援助要請行部j尺

度への回答を再び求めた。

調査方法

学級ごとに学級担任が以下の内容から構成された質問

紙を配布・教示し， lill答を求めた。

質問紙とその内容

フェイスシートに学校生活の事柄について尋ねる旨を

示し，調査は学校の成績とは無関係であること，また教

師や保護者が児童の回答を矢11ることはないことを記載し，

性別や学年を記入する欄を設けた。なお，再検査信頼性

の検討を行う対象者については，児童の出席番号を記入

させる欄を設けた。

援助要請行動原尺農 援助要請行動の対象となるスト

レス場面を先行研究に基づいて選定し 3独自に 12項目を

作成した。具体的には，小学生用学校ストレッサー尺度

(II!!~ 回， 1998; 11鳴133・同安・坂野， 1992)および学校心盟

学において提唱されている 4つの援助サービス(石限 3

1999)を参考に r対人関係J，r学習J，r心理j， r健mtJ，

fn七黄j の 5つの領域に関する 12l妥iヨで、あった(すべて

の項目内容については Table1を参l!の o rつぎのような

悩みがあり， Iき分だけでは解決できそうにないとき，あ

なたはどのくらい他の人(親，友だち，先生など)にそう

だんしますかjと教示した上で，各項目について，九、つ

もする (4点)J， rときどきサーる (3点)J， rほとんどしな

い(2点)J， rぜったいしない (1点)Jのうち，あてはまる

もの!つに丸をつけるよう求めた。

l 石限 (1999，p.149)では，援助ニーズの高い小学生につ

いて，学習国(成績低下や学習動機づけの低下等)，心

理・社会面(ネガティブ感情の噌大や学級!大iでの孤立

等)，進路面(ポジティブ感情の低下等)，健康面(けが

や病気，不定愁訴等)の 41l{1J 面を提唱している。また II!I~j

|召他 (1992)では，小学生のストレッサーを「先生との

関係J，r友だち関係J，r叱責j の 3種類から捉えてい

る。本研究では l二記を参考に r対人関係J， r学習J，

f心理J，r健康J，r 11ヒ費Jの 5)isj.hiJZを設定した。なお

領域の設定にあたり r好きなこと，楽しめることが

減ってきているJや「得意なことが減ーってきていない

かj などポジティブ感情の{丘下として考えられる石限

(J999)の進路面についてはこれに含めなカミった。
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ソーシャル・サポート 森・堀野 (1992)の作成した，

ソーシヤノレ・サポート尺度を用いた。本研究では，サポー

トの送り手を特定せず サポートしてくれる人がし、るか

どうかを尋ねるよう各項目の一部を修正した 11項告は

件法)を用し、た。

公的自己意識 桜井(1992)の児童用自己意識尺度を用

いた。本尺度は，公的 iき己意識及び私的自己意識の 2因

子から構成されている。本研究においては，公的自己意

識尺度 (9項目 4件法)のみを用いた。

社会的スキル 110ミ111・戸ヶ Ih奇・岡安・坂野 (1996)の社

会的スキノレ尺度をHH、た。本尺度は 11両社会的スキル」

(7 :r]ミ I~I )， 1 ヲ;っ込み思案行部~j (4項目)，そして「攻撃

行動j(4:rN目)の 3下位尺度 (4件法)から構成されている。

児童の撮助要請行動に関する教師評定 児童の援助要

詰行動を評定するため，教師指名による評定が行われた。

具体的には，調査対象となった学級のうら， 9名の学級

l笠{壬を対象に，クラスの児童の中でよく援助要請行動を

行う児童とそうでない児童を数名ずつ指名してもらうよ

う求めた。

調査時期

実問紙 A については 2004年 7月から 8月，質問紙 B

については同年 11月から 12月であった。なお再検査信

頼性の検討については，質問紙 Aに回答した一部サンプ

ノレを対象に， 2004年 9月から 10月に 2回目の誠査を実

施した。

縦断データの照合方法

再検査信頼性の検討の際しては，クラスごとに封入さ

れた封簡でクラスを特定し，また回答を求めた出席番号

で個人を)<':j"J芯づけた。 2@の質問紙の照合が行われた段

階でランダムなlDを付-与して個人情報を破棄するよう，

個人情報の保護に留意した。

結果

児童用援助要請行動尺度の尺度構成

児童用援助要請行動尺疫を構成するため，質問紙 Aの

データについて，掠尺度 12項目に対する主成分分析を実

施した。分析にあたっては，主成分負荷量が.50に慌た

ない項告を削除し，第 i主成分にたlして十分な主成分負

荷量;を有する 9項目を得た。第 1主成分に対する寄与率

は 45.73%であった (Table1)。なお，質問紙 A と質問紙 B

における援助要請行動尺度の得点を比較したところ F 質

問紙 A に回答した群の得点が有意に高かったが

(r (637.52) =4.38， pく 01，d=0.34)，その効果量は小さく，

両訴において大きな差は認められなかった。

また，援助要諸行動については性差の可能性が指摘さ

れているほか(木村・水野， 2004;水野・石限， 1999)， 

援助要請諸概念についても尺度の性差が認められている

ため(本田他， 2011 ;田村・石!壊， 2001， 2006; I王i村・水

野・石11畏，2012)，国子構造の性差を検討するために，配

置不変モデ、ルならびに測定不変モデルを用いて，質問紙

Table 1 援助要請行動尺度の主成分分析結果

平均 SD 共通性

7友だちに、むしされたとき、わたしはだれかにそうだ、んします(対人関係) 2.15 1.01 .79 .62 

10友だらから、いじめられたとき、わたしはだれかにそうだんします(対人関係) 2.36 1.05 .77 .59 

3友だちに、なかまはずれにされたとき、わたしはだれかにそうだんします(対人関係) 2.36 0.99 .75 .56 

6 I~I 分が、人からきらわれてし、なし功冶気になったとき、わたしはだれかにそうだ、んします(心理) 2.21 1.03 .75 .57 

5友だちとけんかをしたとき、わたしはだれかにそうだんします(対人関係) 2.35 1.01 .70 .48 

9おこられて、いらいらしたとき、わたしはだれかにそうだんします(叱責) 1.93 1.00 .61 .38 

i 成績のことで悩んだとき、わたしはだれかにそ'うだんします(学習) 2.11 0.89 .59 .35 

2 I~I 分のかおや、スタイルについて、気になることがあったとき、わたしはだれかにそうだんします(心理) 1.78 0.86 .56 .31 

12 自分はわるくないのに、おこられたとき、わたしはだれかにそうだんします(11ヒ黄) 2.67 1.05 .52 .27 

除外されたI真 I~j

けからだのちょうしがわるいとき、わたしはだれかにそうだんします(健康) 2.90 0.96 

8古川、事や、しゅくだ、いが多くていやだ、ったとき、わたしはだれかにそうだんします(学習) 1.90 0.94 

4勉強がわからなくて困ったとき、わたしはだ、れかにそうだ、んします(学習) 2.78 0.90 

注)カッコ内は当初想定した 5領域のストレス場面を不す。



児童用援助要請行動尺度の作成 7 

A とB双方のデータを用い，男女児IJに多国:集団同時分析

を実臆した。その結果，配置不変モデルならびに浪I}定不

変モデ、/レの適合度指標において，おおむね十分な値が得

られた (j適合度指標の数値については Table2， IE!子負荷

量については Table3参nの。 AICの比較から，測定不変

モデノレの優位性が認められ，男女とも向ーの因子構造で

あること，尺度得点において男女差の比較が可能である

ことが確認された。

援助要請行動尺度の信頼性と妥当性

まず，援助要請行動尺疫の信頼性について検討を行っ

た。内的一員-'1生を検討するために Cronbachのαを算出し

たところ，質問紙 Aにおいて.85，質問紙 Bにおいて.82

と概ね十分な内的一貫性が認められた。続いて 3か丹後

の再検査信頼性を検討するために両者の相関係数を算出

したところ 3 中程度の有意な正の関連が認められた(全体

では r=.68，男子は r=.69，女子は 1・=.59，いずれもpく.01)。

次に援助要請行動尺度の妥当性に関する検討を行った。

まず構成概念妥当性の検討としてソーシヤノレ・サポート

尺f丸公的自己意識尺度，および、社会的スキノレ尺度との

関連を検討した。次に各尺度の記述統計量と α係数を，

続いて援助要請行動尺度と各変数のi:@j関係数を算出した

(Table 針。その結果， ソーシャル・サポートとは 1=1ごi程疫

の正の関連が(男子においては I・=.35，pく.01，女子におい

ては r=.36，pく.01)，公的自己意識とは中経度の負の関連

Table 2 イ確認IYJ陸子分析の適合度指標

α x- (dJ) GFI AGFI CFI RMSEA AIC 

質問紙 A

全体 .85 85.39 (27) .96 93 95 .08 121.39 

男女児IJ

配置不変モデjレ 137.33" (54) .93 88 .92 .06 209.33 

浪IJ定不変モデノレ 146.40 (61 ) 92 .89 .91 .06 204.40 

質問紙 8

全体 82 71.15 (27) 95 .91 93 08 107.15 

男女別

配置不変モデル 112.36 (54) .91 86 .90 ー06 184.34 

測定不変モデノレ 125.00 (61 ) .90 .86 89 .06 183.00 

pく.01

Table 3 援助要請行動尺度の確認的因子分析結果

項
質問紙 A 質問紙 B

iヨ 男子 女子 男子 女子
番 全体 配置 測定 E出し2.i1長且L 測定 全1* 配置 測定 直己i置 測定
iJE:y L 

不変 不変 不変 不変 不変 不変 不変 不変

7 .76 67 .72 .83 .79 .73 65 .70 .77 .76 

10 74 .77 73 .63 .70 74 .57 57 .66 .66 

3 73 76 73 .70 73 .73 .52 .55 66 .62 

6 71 .70 69 .68 .69 .67 .64 70 .74 71 

5 64 62 .61 .57 .59 69 .63 .58 59 .62 

9 .53 50 。51 .52 .50 .52 .51 .46 49 .52 

.50 .45 .49 .54 52 .47 .49 37 .32 .41 

2 48 41 .45 .44 40 .45 .54 44 28 39 

12 .44 .37 .37 .55 .54 .41 .37 .38 39 .40 

注)数字は間子負荷量を示す。

項目の順番は TableIとー致させている。
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Table 4 援助要請行動尺度の構成披念妥当性の検討

M SD α J妥写J詰サポート 自公意的識
社会的スキノレ

援助要請行動 2.21 0.67 .85 35** ー.51* 27*キ -.19* .12 

aソーシヤノレ・サポート 3.24 0.57 .88 36** ー.18*

II公的自意識 2.34 0.75 86 -.34*キ ー.03

社会的スキノレ

b I有j社会的 3.13 0.42 70 46** -.38** ー.18*

b引っ込み思案 1.66 0.48 .67 -.26*キ -.27ネ*綱 14

b攻撃 1.66 0.61 .59 ー 12 -.34** .03 

勺3く.01，**pく.05

注)行列の右上は男子の，左下は女子の結果を，それぞれ示す。

り7=390，bn=292. 

Table 5 男女学年男IJの記述統計量と分散分析結果

主効果
交互作用 多重比較

4年生 5年生 6年生 性別

df=I，383 

M 2.02 1.85 2.16 

男子 SD 0.61 0.49 0.66 

11 68 66 73 46.15** 

M 2.37 2.27 2.66 偏 η2=.11

女子 SD 0.60 0.60 0.70 

n 53 63 66 

**pくー01

が(男子においては r=-.51，pく.01，女子においては r=-.34，

pく.01)，それぞれ認められた。また社会的スキルについ

ては 7 特に援助要請行動と|司社会的スキノレの間に有意な

正の関連が(男子においてはr=.27，女子においては 1'=.46，

し寸ぶれも pく 01)，援助要請行動と引っ込み思案行動の I~唱

に有意な負の関連が(男子においては r=-.19，pく.05，女子

においては r=-.26，p<.01)，それぞれ認められた (Table4)。

さらに児童の自己評定と教師による他者評定の関連を

検討するため，教I~~îの指名する援fl)J要請行動の高低につ

いて， 1妥助要請行動尺度の符点を比較した。 9 名の教Il~î

より，より多くの援助要請を行う児童(男子 6名，女子

16名)とあまり援助を求めない児童(男子 20~I ，女子 3

名)が選択された。援助要請を多く行う児童の援助要請行

動尺度得点 (M=2.61， SD =0.77)とあまり援助を求めない

児童の援助要請行動尺度得点 (M=2.07， SD =0.57)を/検

定にて比較した結果，有意差が認められ (1(46) =2.65， 

pく.05，d=0.80) ，前者の児童における援助要請行動尺度得

点が有意に高く，その効果量は大きかった。

学年 df=2，383 (Tukey 法)
df=2，383 

10.98** 0.53 女子>男子

{扇 112=.05 昔話 112=.00 6年 >4年・ 5fi三

援助要請行動尺度の記述統計量

援助要請行動尺良コについて，性差と学年差を検討する

ため，記述統計量を算出し， 2要因分散分析を実胞した

CTable 5)。その結果，性別においては仁ドl程度のoJ果量を

もって (F(I，383)=46.15，pく01，partialη2=.11) ，また学年差

においては低い効果量をもって (F(2，383)=10.98， pく01，

partiaI112=.05) ，それぞれ有意な主効果が認められた。多

重比較の結果，女子の得点が男子の得点より有意に高

かったほか， 6年生の得点が 4年生及び 5年生の得点よ

りも有意に高かった。交互作用は有意ではなかった (F(2，

383) =0.53， J7S， partiaI112=.00)。

考察

本研究の 1~1 的は，児童を対象とした援助要請行宣言J尺度

を開発し，その信頼性と妥当性を確認することであった。

本項では尺度の構成，その信頼性と妥当性および尺度の

基本的な情報について考察するとともに，今後の課題に

ついて論じる。
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児童用援助要請行動尺度の構成

本研究において作成された 9項呂より構成される児童

用援助要請行動尺度は，当初想定していた 5つの分野に

ついて，健康領域以外のすべての領域の項自が含まれて

おり，当初]想定した構成概念を概ね網探した尺度が捕ニ)~え

された。また検証的因子分析の結果， 1司ーサンフ。ノレ及び

別サンフ。ノレの適合度指標において十分な値が示された0

))11えて男女の多l号集団分析の結果，測定不変モデ、ノレの優

位牲が示され，男女とも|司様の因子構造であること，尺

度得点の男女比較が可能であることが{龍認された。

援助要詰行動尺度の告頼性と妥当性

児童j有援助要請行動尺度について，その信頼性を確認

した。まず内的一貫性については， Cronbachの αを算出

し概ね十分な{症が得られたことを碓認した。また一部サ

ンフツレにおいて 3か月程度の間隔を空けて実施された調

査では，中程度の有意な百二の相関が得られた。パーソナ

ジティ変数と異なり，状況によって使い分けが行われる

行動指標であることを考慮すると，中程度の正の関連は

妥当であり，概ね一分な再検査信頼性を有すると解釈す

ることが可能であろう。さらに援助要詰を多く行う生徒

とあまり行わない生徒について教部iに指名を求め，各児

童の援助要詰行動尺度得点を比較したところ，大きな効

果量をもって，援助要請をよく行うと教15ijiから選択され

た児童が，あまり行わないと教15rliから選択された児童に

比べて，その得点が有意に高かった。このことから 3 援

助要請行動尺度によって測定される援助要請行動は，児

童が実際に行う真の援J])J要請行動を十分反映していると

考えられる。

また妥当性についても，当初想定していた通り，女11覚

されるソーシヤノレ・ザサ崎ポ一トならびに社会i的i拘力スキ/ルレと仁

I程呈1度支の有:意意な正の関連が，公的自己意識と仁|コ程度の有意

な負の関連が，それぞれ認められた。 j主l員長な状況に置か

れた場合にj詩1mからサポートが得られると期待すること

や，他者と関わるためのスキルを有しているほど，援助

要請行動が促進される一方，周囲や社会からどう思われ

るか不安に感じるほど，援助要請行動は抑制されると考

えられる。なお，社会的スキル尺疫の中でも引っ込み思

案行動と援助要請行動尺度との間には弱し、負の関連が認

められた。児童において，対人不安と対人的効力感の間

に弱し、負の関連が認められている(松尾・新井， 1998)。

児童の不安が他者に対する効力感を低減し，援J3)J要諸行

部jを抑制するものと考えられる。

以上より，本研究において作成された児童用援助要請

行動尺度はおおむね十分な信頼性と妥当性を有するもの

と考えられる。ただし，構成概念、妥当性の検討として使

用された変数が少ないこと，再検査信頼性の検討に参加

した調査協力者の少なさ，また教liiji以外の第三者評定に

よる援助要詩行部jの客観性の確認については，今後の課

題で、あろう。

援助要請行動尺度の性差・学年差

作成された援助要請行動尺度について，性差と学年差

を検討するために 2要因分散分析を行ったところ，有意

な性差と学年差が認められた。!持ーに性差については中程

度の効果量をもって，女子の得点が男子の得点よりも高

かった。援助要詩に関連する概念においては，海外の研

究のレビューにおいても(水野・石限， 1999)，また国内

の尺度作成研究においても(剖村・石保， 2001)，女子の

得点の高さが指摘されており，本研究の結果もこれら知

見を支持するものとなった。また学年差についても有意

差が認められ， 6年生の得点が高かった。高学年である

ほど， 1翠ったときに他者に援助を求める行動が身につい

ている可能性もあるが，その効果量を考慮すると，少な

くとも小学校高学年段階では得点の差は小さく，単純な

学年経過を通じた経験や学習による行動の獲得ーは期待で

きないと考えられる。

本研究のまとめと今後の課題

本研究の目的は，児童におけーる援助要請行動を測定す

る尺度を開発し，その信頼性と妥当性を検討することで

あった。主成分分析の結果， 9 1項頁目からなるy児E童月

袈f詰奇行行'g酎動?訪))尺ミ度度ヱが{刊作T乍三!成戎さ才れし1たこ。 見IJサンプノレによる確認、(:j{J因

子分析の結果，適合度指標において概ね j一分な値が得ら

れ，男女とも間ーの1:&1子構造二であること確認された。信

頼性については，尺j支の 1-分な内的ー寅性と 3か月後の

再検査信頼性が雌かめられた。また妥当性については，

ソーシャル・サポートや社会的スキノレと正の，公的 I~I 己

意識と負の関連が認められ，援助要詰行動尺j支の構成概

念妥当性が確認された。それに加えて，教I':iliによる行動

評定の結果，児童の自己評定が実際の行動をj支i決してい

ることが示された。

これまで、の援助要請研究は主に中学生以上を対象とし

たものであったが，本尺度の作成により，児童を対象と

した研究の進展が期待される。また従来より援助要請の

行動面に関する研究の不足が指摘されているが(本EEi.本

的， 2014)，本尺度を用いることによって，援J])J袈誌の認
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知町と行動市の関連，援助要請実行のプロセスについて

も，検討が可能となろう。例えば本研究においては，援

助要請行動と公的自己意識の間に負の関連が認められた。

しかしながら，児童において， 1主!ったことについて自己

開示を行った後の感情は i安心jや「自信Jといった感

情で高く i悲く忠われる不安jや「後悔Jといったネガ

ティブ!惑情において低くなることが示されている(高

恨・丹羽， 20(5)。児童において，援助要;清行動そのもの

と公的自己意識とは負の関連にあるものの，実際に援助

要諮を行った後には比較的ポジティブな結果を得ている

ことが想定される。青年却l以降のii]F究においては，援助

手F1illi(本剖・石限， 2008)や相談行動における利益とコス

トの認知(永井・新井， 2(08)，また援助要請行動を阻害

する自存11:'I'gc:の発達(本13:1，2014)など，悩みの経験と援助

要請行動のRJ']に存在する様々な認知l変数が提案・検討さ

れている。本尺度の作成により，児童を対象とした援助

要詰のプロセスの検討ならびにこうしたプロセスの発達

的変化の検討も期特される。

ただし，これまでの援助要請行動研究 (Nagai，2015; 

iミickwood& Braithwaite， J 994)で測定された譲tJ}J要請行

動が，主として過去の一定期間における実際の行動を測

定している一方，本研究で作成された尺度が f一人で解

決できない悩みをどの程度相談するか」を尋ねている v

とを考慮すると，両者の測定方法の違いによって得られ

るliJF究成果に違いを生じる可能性を排除できない。 児童

の援助要請行動の測定には，先行研究において行ーわれた

ような過去のー定期間のJ景品IJ要請行動の頻度を尋ねる方

法や本研究で、作成された尺度を利mする方法にjmえ， 1111 

間評定や教lini評定，保護者評定などの第三者評定を用い

ることもできる。先述の通り，従来の測定法にはいくつ

かの点で税制があったが，本研究で作成された尺度を用

いる場合にも， 1主i:窓すべき点は残されているといえる。

研究の目的および各測定方法の科点と課題を踏まえ，援

助要請行動の複数の測定方法より適切な方 111各を一つない

し復数選択することが求められよう。

本研究においては，児童の全般的な援助要請行動を測

定する尺度開発のため，援助要請を行う特定の他者を想

定させなかった。しかしながら，被援助志向性において

は，対象者の違いを考慮した尺度構成の試みが行われて

いるほか(本間他， 2(11)，援助要請に限らず，手1)他行動(小

田・大・丹羽・五百官1¥・清成・武EEl・平石， 2013)や許制;

懸念(1ヨ倉・演口， 2(15)など，児蛍を対象として，対象

者見1)の心理状態を測定する複数の尺度が開発されている。

保護者や教師などの成人に)Jj]え 3 友人やクラスメートな

ど，児童には多様な援助を要請する対象が存在し，対象

ごとに援助要請の内容が異なることも容易に想定できる。

援助を要請する対象者ごとに援助要請行動の差異を検討

可能な尺度の開発についても，今後の検討諜JtMであろう。

さらに;近年では 3 児童の援助要請行動を周囲がどのよ

うに認知するかについても注目されている。本i壬|・本間

(2014)は， i一人で解決することが 120難な問題状況にい

る他者の，明確な援助要請を伴わない暖立}J要請意Izlに対

するM人の知覚j を援助要請感受性と定義し，その概念、

化を試みている。この背景には，児童の援助要詰にもか

かわらず，それを認知することができない周閣の対応へ

の批判と対芯策を模索する動きが反映されていると考え

られる。児童の援助要請行動を測定するだけでなく，こ

れを帰国がどのように認知し，適切に対応するかについ

ても，今後の検討課題であろう。

付記

本研究は，第 3著者が 2004(平成 16)年度に筑波大学大

学院人間総合科学研究科心理学専攻に提出した中間論文

のデータを再分析し，内容について加筆・修正を行った

ものである。また本研究の内容の一部はF 日本学校心理

学会第 8IEII大会において発表された。

i射 辞

本研究の実施に当たってご協力を賜りました小学校の

先生方ならびに児童の皆様に御礼申し一|二げます。
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